
10月29日（火）、国の第１回「グランドハンドリングにおける安全
監督体制の強化に向けたワーキンググループ（WG）」が開催され、
空港の制限区域内における事故件数が増加していることを踏まえた
対策強化に向けて、航空連合・内藤会長が有識者や航空局に直接、
要望を伝えました。WGにおける議論は、年内にも開催予定の第10回
「持続的な発展に向けた空港業務のあり方検討会」において報告され、
法対応も含む具体策が検討される見込みです。
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＜空港内の安全確保に向けた航空連合の要望（趣旨）＞
 「空港安全情報分析委員会」の体制を強化し、現場の働く者の代表と
して労働組合を出席者に加えるなど、さらなる活用を検討すべき。

 グラハン従事者における勤務間インターバル協定の締結など、労働時間
等の労働条件の向上を図るための業界ルールについて検討すべき。

 多重委託構造のなかで安全を堅持するためには、産業内の適正取引の
推進が不可欠であり、国が主導してガイドラインを検討すべき。

ワーキンググループの様子（手前右が内藤会長）
航空連合の考え方を説明する

内藤会長
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